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目的　就労継続支援Ｂ型事業所における農業を用いた就労支援の質的向上を図るため，本研究では
園芸療法の観点から農業を用いた就労支援の有用性について明らかにすることを目的とした。

方法　秋田県に所在する全119の就労継続支援Ｂ型事業所に対して，2020年 1 月10日～ 2 月20日の
期間で郵送調査を実施した。調査票は，基本情報，園芸療法のプログラム評価表に基づいて作
成した支援効果達成チェックリストと支援に対する考え方の質問項目から構成される。回答の
あった60事業所のデータを分析に用いた。支援効果達成チェックリストへの回答について探索
的因子分析を実施した。また，各因子の下位項目の平均得点を用いてクラスタ分析を実施した。
クラスタ分析によって分類されたクラスタ間の支援に対する考え方について分散分析と多重比
較を実施した。

結果　探索的因子分析を行った結果，「安心感」と「交流の場」の 2 因子構造が明らかになった。
次に，この 2 因子を用いてクラスタ分析を行い，就労継続支援Ｂ型事業所を「居場所提供」
「安心感提供」「提供未達成」の ３ つのクラスタに分類した。群間で支援に対する考え方を比
較し，「利用者の希望や可能性を追求するための支援」と「他の支援機関との連携や支援制度
の活用」の項目に認識の差がみられた。

結論　園芸療法の観点から就労継続支援Ｂ型事業所は，「安心感」と「交流の場」の 2 つの支援機
能を持つことが明らかになった。そして，各事業所は支援機能に基づき「居場所提供」「安心
感提供」「提供未達成」の ３ 群に分類できた。特に， ３ 群間は利用者の主体性の尊重と他機関
との関わりについての支援に対する考え方で差があった。各群は安心感や居場所の提供に関す
る達成度と課題改善の認識状況から説明できると考えられた。以上より，就労継続支援Ｂ型事
業所利用者の自己実現を図るための手段として，支援機能と支援に対する考え方に基づいて，
どのように就労支援に農業を取り入れていくかが今後の課題であり，本研究の視点はそのため
の 1 つの視点となると結論づけた。

キーワード　農業，農福連携，就労継続支援Ｂ型事業所，園芸療法，就労支援，支援プログラム

Ⅰ　緒　　　言

　近年，障害者の就労支援分野で農福連携とい
う農業を用いた就労支援の取り組みが注目を集
めている。農福連携は「農業と福祉が連携する
ことで，障害者の農業分野での活躍を促すこと

により，農業経営の発展と障害者の自信や生き
がいを創出，そして最終的に社会参画を実現す
る取組み」1）と定義される。農福連携は農業者
の不足等の課題解決に寄与するだけでなく，障
害者の職業訓練の機会不足の課題も解決するこ
とができるといわれている。このような中，就
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労継続支援Ｂ型事業所（以下，Ｂ型事業所）に
おいても，就労支援の作業種目として農業を導
入することへの関心が高まっている。この農業
を用いた就労支援を実施する上では園芸療法に
よる支援技法が参考になる。
　園芸療法は，「近代文明の中で作られてきた
「庭」を用いた，心と感情の成長，地域社会の
豊かさと健康のための花・果物・野菜・灌木の
栽培に関する理論と実践のこと」2）と定義され
る。Relf‚ P.D.は，就労支援プログラムに園芸
療法を導入することは，自己概念，社会的なや
り取り，身体的活動，学習スキルの発達，職業
的習慣の改善といったクライエントの変化を促
すために有効であると指摘している３）。また，
これまで園芸療法を用いた就労支援の有効性に
ついての報告を確認することができる4）-10）。先
行研究３）-10）が示すように障害者の就労支援を実
施する上で農業は実践上有用である可能性があ
る。そこで本研究の目的は，園芸療法の観点か
らＢ型事業所における農業を用いた就労支援に
ついて検討する。

Ⅱ　方　　　法

（ 1）　調査対象者
　調査対象者は，秋田県のすべてのＢ型事業所
119カ所（2019年10月 1 日時点）とした。自記
式質問紙で各事業所の管理者に郵送して依頼し
た。調査期間は2020年 1 月10日～ 2 月20日であ
り，調査票の回答数は60件（回収率50.4％）で
あった。

（ 2）　調査項目
　基本情報として，障害ごと（知的障害，身体
障害，精神障害，他の障害）の登録利用者数，
農業を用いた就労支援の実施状況（農福連携を
実施している，農業に関連する作業種目がある，
農業に関連する作業種目を行っていない）の回
答を求めた。
　就労支援の効果として，山根ら11）の「園芸療
法のプログラム評価表」の治療効果に関する11
項目（希望をもたらす，普遍的体験，受容され

る体験，愛他的体験，情報の伝達，現実検討，
模倣学習修正，表現カタルシス，相互作用凝集
性，共有体験，実存的体験）から「支援効果達
成チェックリスト」を作成した。各項目は，全
く達成できない，あまり達成できていない，ど
ちらともいえない，やや達成できている，十分
達成できているの 5 段階で測定した。また，支
援に対する考え方として， ７ つの項目（支援プ
ログラムの充実，事業所環境の整備，自己対
処・やる気の促進，スタッフの意識向上，利用
者の希望・可能性の追求，就労への動機付け，
社会資源の活用）について支援実施上どの程度
重視しているかを質問した。各項目は，全く重
視していない，あまり重視していない，どちら
ともいえない，やや重視している，十分重視し
ているの 5 段階で測定した。いずれの質問文も
就労支援の実践経験と研究歴を持つ共同研究者
間で文章化を行った。

（ 3）　分析方法
　各障害の登録利用者数から障害ごとの利用者
割合を算出し，最も多い割合を持つ障害種を各
事業所の主たる障害種別とした。数が少ないた
め身体障害とその他障害を主とする事業所と主
たる障害の割合が同じであり分類できない事業
所については除外した。農福連携を実施してい
ると農業に関連する作業種目があるを農業作業，
農業に関連する作業種目を行っていないを非農
業作業として 2 分類した。支援効果達成チェッ
クリストへの回答についてプロマックス回転，
最尤法による探索的因子分析を実施した。また，
各因子の下位項目の平均得点を用いてクラスタ
分析（Ward法による）を実施した。クラスタ
分析によって分類された群間の支援に対する考
え方について 1 要因の分散分析とTukeyのHSD
法（ 5 ％水準）による多重比較を実施した。

（ ４）　倫理的配慮
　回答については個々の事業所の自由意志であ
り，回答による不利益がないこと，収集された
データは厳重に保管・管理すること，回答は統
計的に処理し個人，事業所を特定できないこと，
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研究以外の目的で使用しないことを調査票の表
面に明記した。また，返送を持って調査への協
力の同意を得られたとみなした。なお，本研究
は，秋田大学手形地区における人を対象とした
研究倫理審査委員会の承認を得た（令和元年12
月 4 日付　第 1 -10号）。

Ⅲ　結　　　果

（ 1）　回答者の基本属性
　回答者の基本属性として，農業作業を行う事
業所は29カ所（48.3％），非農業作業を行う事
業所は31カ所（51.7％）であった。また，知的
障害を主とする事業所は34カ所（56.7％），精
神障害を主とする事業所は19カ所（31.7％）で
あった。

（ 2）　支援効果達成チェックリストに対する探
索的因子分析

　支援効果達成チェックリストへの回答に対し
て探索的因子分析を行った結果，固有値の減衰
状況と因子の解釈可能性から 2 因子構造が妥当

であると考えられた。回転後の最終的な因子パ
ターンと因子間相関を表 1に示す。なお，回転
前の 2 因子で 8 項目の全分散を説明する割合は
50.1％であった。第 1 因子は，利用者が安心感
等に触れることができる，存在を受け入れても
らえたと感じることができる，気持ちや安らぎ
を感じることができる，ほっとできるといった
ような思いを持つことができるといったことを
表す項目から構成され，「安心感」因子と命名
した。第 2 因子は，交流の場を持つことができ
る，心のゆとりを持つことができる，距離感等
の技能を身に付けることができる，身体的な体
験を共有できるといったことを表す項目から構
成され，「交流の場」因子と命名した。

（ 3）　クラスタ分析による事業所の分類
　支援効果達成チェックリストの「安心感」と
「交流の場」得点を用いてWard法によるクラ
スタ分析を行った結果， ３ つのクラスタを得た。
第 1 クラスタから順に22カ所，31カ所， 5 カ所
のＢ型事業所が含まれていた。χ2検定の結果，
有意な事業所数の偏りがみられた（ｐ＜0.01）。
得られたクラスタを独立変数，「安心感」と
「交流の場」を従属変数とした分散分析を行っ
た。結果，「安心感」と「交流の場」ともに有
意な群間差がみられた（安心感，交流の場とも
にｐ＜0.01）。多重比較の結果，「安心感」につ
いては第 1 クラスタ＞第 2 クラスタ＞第 ３ クラ
スタ，「交流の場」については第 1 クラスタ＞
第 2 クラスタ＝第 ３ クラスタの差が得られた
（図 1）。第 1 クラスタは，「安心感」と「交流

表 1　探索的因子分析結果（プロマックス回転後）
Ⅰ Ⅱ

第 1 因子「安心感」（α＝0.85）
4  　利用者が「安心感」や「人の暖か

さ」に触れる中で自分のできることに
気持ちを向けられることができる。

0.91 -0.10

３  　利用者が自らの存在を受け入れても
らえたと感じることができる。 0.77 -0.02

2  　利用者が共通の障害を持つ他者との
交流を通して「自分 1 人じゃなかっ
た」と気持ちを安らげることができる。

0.63 0.12

1  　利用者が「ここに来るだけでもほっ
とする」「なんだかもう一度やれそう」
というような思いを持つことができる。

0.59 0.27

第 2 因子「交流の場」（α＝0.70）
5  　利用者が，生活や趣味など多くの情

報が交わされる自由で自然な交流の場
を持つことができる。

-0.13 0.98

11 　利用者が自身の「あるがまま」を受け入れ
るための心のゆとりの時を持つことができる。 0.05 0.49

７  　利用者が社会生活に必要な技能や人との距離
感の持ちかたなどを身につけることができる。 0.14 0.45

10 　利用者が五感を活用した身体的な体
験を他者と共有することができる。 0.19 0.35

因子間相関
Ⅰ － 0.49
Ⅱ － －

図 1　群間の支援効果達成チェックリストの得点
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の場」がともに高く，利用者が事
業所の利用において，安心感を得
るだけでなく，交流の場としても
機能することを達成できていると
捉えている傾向にあると考えら
れ，「居場所提供」事業所群とし
た。第 2 クラスタは「安心感」が
高く「交流の場」が低い傾向を示
し，利用者が事業所の利用におい
て安心感を持ってもらえることを
達成できていると捉えている傾向
にあると考えられ，「安心感提供」
事業所群とした。第 ３ クラスタは「安心感」
「交流の場」がともに低い傾向を示し，利用者
に対して安心感と交流の場という機能の提供を
達成できていないと捉える傾向にあると考えら
れ，「提供未達成」事業所群とした。

（ ４）　各事業所群における支援重視の傾向
　Ｂ型事業所の支援の実施上重視している要素
の得点を表 2に示した。
　 ３ 群のＢ型事業所間で支援重視の傾向が異な
るかどうかを検討するために実施した分散分析
の結果，項目 1 ～ 4 と 6 において ３ 群間に有意
な差はみられなかった。その一方で，項目 5
「利用者の希望や可能性を追求するための支援
であること」，項目 ７ 「他の支援機関との連携
や支援制度の活用」において有意な差がみられ
た（項目 5 ：ｐ＜0.01，項目 ７ ：ｐ＜0.05）。
TukeyのHSD法（ 5 ％水準）による多重比較の
結果，項目 5 については居場所提供＞安心感提
供＝提供未達成，項目 ７ については居場所提
供＝提供未達成＞安心感提供という差が得られ
た（図 2）。

Ⅳ　考　　　察

　支援効果達成チェックリストの分析から，Ｂ
型事業所の支援機能として安心感と交流の場の
2 つの側面があると考えられた。これは園芸療
法における「場の設定」11）という側面に関連す
ると考えられる。その上で，Ｂ型事業所は，支

援機能の違いから「居場所提供」「安心感提
供」「提供未達成」の ３ つの事業所タイプに分
類することができた。この ３ タイプの事業所群
について，各群に属する事業所の主な作業内容
の質的な検討を行ったが，農業作業と非農業作
業の実施状況という観点では明確な区別はでき
なかった。この園芸療法は，園芸福祉や植物と
の関わりという程度の差はあるものの，何らか
の植物や自然とのかかわりが前提とされる11）。
しかし，このチェックリストを用いた調査の結
果，農作業を取り入れた就労支援を行う事業所
と非農業作業を主としており植物や自然との深
いかかわりを持たない支援を行う事業所は，明
確には区別されなかった。このことから，園芸
療法の視点を通して評価される支援効果は，植
物とのかかわりの度合いに関係なく多様な就労
支援に共通する要素であったものと考えられる。
実際，松本らは，全国のＢ型事業所に対するサ

表 2　Ｂ型事業所の支援重視の傾向
平均値 標準偏差 最小値 最大値

1 　支援プログラムの充実 3.8 0.97 1 5
2  　「雰囲気の良さ」「誰とでも話しができ

る」などのより良い事業所環境の整備 4.3 0.67 3 5
３  　自己対処・やる気などの力を利用者

が身につけられるよう促すこと 4.2 0.74 2 5
4  　スタッフの障害理解や権利擁護の意

識の向上 4.4 0.70 2 5
5  　利用者の希望や可能性を追求するた

めの支援であること＊＊ 4.2 0.76 2 5
6  　支援が働くことのきっかけになること 4.0 0.85 2 5
７  　他の支援機関との連携や支援制度の

活用＊ 4.1 0.90 2 5

注 　第 1 クラスタ～第 ３ クラスタまでの ３ 群間の分散分析でｐ＜0.05であった項目につ
いて多重比較を行った。多重比較（Tukey），＊ ｐ ＜0.05，＊＊ ｐ ＜0.01

図 2　Ｂ型事業所群の支援重視の傾向得点
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ンプリング調査により，日本において最も多い，
生活の場や日中活動の場の提供を重視する事業
所における生産活動の目的の多くは，個々の利
用者の満足と情緒の安定した時間を過ごすこと
であるとの結果を報告している12）。
　次にクラスタ分析により明らかになった事業
所群の特徴について検討したい。就労支援の基
本として利用者の居場所を提供する「居場所提
供」タイプのＢ型事業所は，利用者の可能性や
希望の追求といった就労支援の理念と他機関と
の連携の重要性を強く意識して支援を提供して
いるというような特徴を持つと考えられる。利
用者の可能性や希望の追求，他機関との連携は
次のステップへの移行を意識している項目であ
り，通所による安心感や自信の再獲得を目指す
「安心感提供」タイプのＢ型事業所は，移行に
向けた支援をあまり強く意識していないという
特徴を持つと考えられる。多くの事業所は，こ
れら 2 つのタイプに分類された。これらの事業
所では，安心感の提供に関する達成度が高いこ
とが確認できたが，この機能は上記に述べたよ
うに，より長期的な社会参加の場であるＢ型事
業所における本質的な機能を示していると考え
られる。一方，居場所の提供という効果は，例
えば，作業を通じた他者とのコミュニケーショ
ンや生産物の販売等による社会との接点の確保
という，Ｂ型事業所の多くが改善すべき課題と
している事項であるように思われる。そのため，
この点を未達成とした「安心感提供」群が見い
だされたと考えられる。「提供未達成」群に分
類されたＢ型事業所は最も数は少なく，先の安
心感や居場所が十分に提供できていないと捉え
つつ就労支援を提供している事業所であるとい
える。加えて，支援実施上重視している内容の
回答理由に関する自由記述を個別に確認すると，
「作業内容や環境面で課題がある」や「職員の
経験不足の課題がある」，また，それに対応し
た改善に取り組み中であるとの回答が多くみら
れた。このことから，提供未達成群は，必ずし
も効果的な支援を実施できていない事業所とし
て捉えるべきではではなく，むしろ，課題を認
識しており，何らかの課題改善等に取り組む意

思のある事業所であると言い換えることができ
る。特に ３ 群間で支援重視の傾向に差があった
項目は利用者の主体性の尊重と他機関との関わ
りの重要性といった内容であり，各事業所群の
特徴は，就労支援の効果としての安心感や居場
所の提供に関する達成度や課題改善の認識の所
持といったことから説明できると考えられた。
　現在，就労支援の効果的な支援のあり方のア
ウトカムの 1 つとして，工賃向上が求められる
一方で，その指標のみで就労支援の質を評価す
ることには危険性がはらんでいる。利用開始当
初はむしろ，生活的な側面を重視し，安心して
暮らすことを目指す。その中で徐々にスキルや
自信を身につけて就労を目指していくこととな
る，このような生活の安定・安心感と主体性を
尊重した関わりを基盤とするような工夫をどの
ように取り入れていくかが大切である。農福連
携に注目が集まる一方で，利用者の自己実現を
図るための手段としてどのように就労支援に農
作業を取り入れていくかが今後の課題である。
本研究のＢ型事業所の分類は，農業と福祉の協
働のあり方を検討していくための 1 つの視点と
なると考えられる。最後に本研究は，あくまで
も秋田県のＢ型事業所という限られた範囲での
調査の分析であった。結果の一般化に向けては，
さらに全国の地域を追加調査していくことが必
要である。これについては今後の課題としたい。
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